
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 の 組 織 に 関 す る 規 程 新 旧 対 照 表
改 正 前 改 正 後

目次 目次
第１章 総則（第１条） 第１章 総則（第１条）
第２章 国立大学法人京都大学の組織 第２章 国立大学法人京都大学の組織

第１節 総長、理事等（第２条―第６条) 第１節 総長、理事等（第２条―第６条)
第２節 経営協議会、教育研究評議会及び部局 第２節 経営協議会、教育研究評議会及び部局

長会議（第７条―第９条） 長会議（第７条―第９条）
第３節 委員会（第１０条) 第３節 委員会（第１０条)
第４節 職員（第１１条） 第４節 職員（第１１条）

第３章 京都大学の組織 第３章 京都大学の組織
第１節 職員等（第１２条―第１４条） 第１節 職員等（第１２条―第１４条）
第２節 大学院（第１５条―第２４条） 第２節 大学院（第１５条―第２４条）
第３節 学部（第２５条―第２９条） 第３節 学部（第２５条―第２９条）
第４節 附置研究所（第３０条―第３８条） 第４節 附置研究所（第３０条―第３８条）
第５節 附属図書館（第３９条―第４１条） 第５節 附属図書館（第３９条―第４１条）
第６節 医学部附属病院（第４２条―第４４条） 第６節 医学部附属病院（第４２条―第４４条）
第７節 全国共同利用施設（第４５条） 第７節 全国共同利用施設（第４５条）
第８節 学内共同教育研究施設（第４６条） 第８節 学内共同教育研究施設（第４６条）
第９節 機構等（第４７条―第４７条の７） 第９節 機構等（第４７条―第４７条の７）
第１０節 保健管理センター（第４８条） 第１０節 物質－細胞統合システム拠点（第４

８条）
第１１節 その他の学内組織（第４９条―第５ 第１１節 その他の学内組織（第４９条―第５

１条） １条）
第４章 事務組織（第５２条・第５３条） 第４章 事務組織（第５２条・第５３条）
附則 附則

（前 略）
第４節 附置研究所 第４節 附置研究所

（附置研究所） （附置研究所）
第３０条 京都大学に、次に掲げる研究所を附置す 第３０条

る。
化学研究所
人文科学研究所
再生医科学研究所
エネルギー理工学研究所
生存圏研究所
防災研究所
基礎物理学研究所
ウイルス研究所 （同 左）
経済研究所
数理解析研究所
原子炉実験所
霊長類研究所
東南アジア研究所
iPS 細胞研究所

２ 前項に掲げる研究所(以下「附置研究所」とい ２
う。)の目的は、当該附置研究所規程の定めると
ころによる。

３ 附置研究所のうち、化学研究所、人文科学研究 ３ 附置研究所のうち、化学研究所、人文科学研究
所、再生医科学研究所、生存圏研究所、防災研究 所、再生医科学研究所、エネルギー理工学研究所、
所、基礎物理学研究所、ウイルス研究所、経済研 生存圏研究所、防災研究所、基礎物理学研究所、
究所、数理解析研究所、原子炉実験所、霊長類研 ウイルス研究所、経済研究所、数理解析研究所、
究所及び東南アジア研究所は、国立大学の教員そ 原子炉実験所、霊長類研究所及び東南アジア研究
の他の者で当該研究所の目的たる研究と同一の分 所は、国立大学の教員その他の者で当該研究所の
野の研究に従事するものに利用させるものとす 目的たる研究と同一の分野の研究に従事するもの
る。 に利用させるものとする。
（中 略）



改 正 前 改 正 後
（組織規程への委任） （組織規程への委任）

第３８条 前８条に定めるもののほか、附置研究所 第３８条 （同 左）
の組織に関し必要な事項は、当該附置研究所規程
の定めるところによる。
（中 略）
（全国共同利用施設及びその長） （全国共同利用施設及びその長）

第４５条 京都大学に、学術研究の発展に資するた 第４５条 京都大学に、学術研究の発展に資するた
めの施設として、次に掲げる全国共同利用施設を めの施設として、次に掲げる全国共同利用施設を
置く。 置く。
学術情報メディアセンター 学術情報メディアセンター
放射線生物研究センター 放射線生物研究センター
生態学研究センター 生態学研究センター
地域研究統合情報センター 地域研究統合情報センター

野生動物研究センター
２ 前項の全国共同利用施設は、国立大学の教員そ ２

の他の者で、当該施設の目的たる研究と同一の分
野の研究に従事するものに利用させるものとす （同 左）
る。

３～９ （略） ３～９
（学内共同教育研究施設及びその長） （学内共同教育研究施設及びその長）

第４６条 京都大学に、京都大学における教員その 第４６条 京都大学に、京都大学における教員その
他の者が共同して教育若しくは研究を行う施設又 他の者が共同して教育若しくは研究を行う施設又
は教育若しくは研究のため共用する施設として、 は教育若しくは研究のため共用する施設として、
次に掲げる学内共同教育研究施設を置く。 次に掲げる学内共同教育研究施設を置く。
放射性同位元素総合センター
環境保全センター
国際交流センター
高等教育研究開発推進センター 高等教育研究開発推進センター
総合博物館 総合博物館
低温物質科学研究センター 低温物質科学研究センター
フィールド科学教育研究センター フィールド科学教育研究センター
福井謙一記念研究センター 福井謙一記念研究センター
こころの未来研究センター こころの未来研究センター
野生動物研究センター
文化財総合研究センター 文化財総合研究センター

２～９ （略） ２～９ （同 左）
（中 略）

第１０節 保健管理センター 第１０節 物質－細胞統合システム拠点
（保健管理センター及びその所長） （物質－細胞統合システム拠点）

第４８条 京都大学に、学生及び職員の健康の維持 第４８条 京都大学に、「世界トップレベル国際研
増進に関する専門的業務を行う施設として、保健 究拠点形成促進プログラム」を実施するための研
管理センターを置く。 究拠点として、物質－細胞統合システム拠点を置

く。
２ 保健管理センターに所長を置き、京都大学の教 ２ 物質－細胞統合システム拠点に関し必要な事項

授をもって充てる。 は、京都大学物質－細胞統合システム拠点規程（平
成１９年達示第５４号）の定めるところによる。

３ 保健管理センターに関し必要な事項は、別に定
める。

第１１節 その他の学内組織（第４９条―第５ 第１１節 その他の学内組織（第４９条―第５
１条） １条）

（カウンセリングセンター） （カウンセリングセンター）
第４９条 京都大学に、カウンセリングセンターを 第４９条

置く。
２ カウンセリングセンターに関し必要な事項は、 ２ （同 左）

別に定める。
（大学文書館） （大学文書館）

第５０条 京都大学に、大学文書館を置く。 第５０条
２ 大学文書館に関し必要な事項は、別に定める。 ２ （同 左）

（中 略）



改 正 前 改 正 後
第５０条の４ 第４９条から前条までに定めるもの

のほか、京都大学に、「世界トップレベル国際研
究拠点形成促進プログラム」を実施するための研
究拠点を置く。

２ 前項の研究拠点に関し必要な事項は、別に定め
る。

第５１条 第４９条から前条までに定めるもののほ 第５１条
か、京都大学に必要な学内組織を置く。

２ 前項の学内組織に関し必要な事項は、総長が定 ２ （同 左）

める。
第４章 事務組織 第４章 事務組織

（本部の事務組織） （事務本部）
第５２条 京都大学に、法人の業務の実施に関し必 第５２条 京都大学に、法人の業務の実施に関し必

要な事務を処理させるため、本部の事務組織とし 要な事務を処理させるため、事務本部を置く。
て、監査室並びに教育研究推進本部、経営企画本
部及びセンターを置く。

２ 監査室の事務組織及びその所掌事務並びに教育 ２ 事務本部に置く部、課、室、センター、監査室
研究推進本部及び経営企画本部に置く部、課その その他の事務組織及びその所掌事務は、京都大学
他の事務組織及びその所掌事務並びにセンターの 事務組織規程（平成１６年達示第６０号）の定め
名称、事務組織及びその所掌事務は、京都大学事 るところによる。
務組織規程（平成１６年達示第６０号）の定める
ところによる。

３ 部に部長を、課に課長を、監査室に室長を、セ ３ 部に部長を、課に課長を、室に室長を、センタ
ンターにセンター長を置く。 ーにセンター長を置く。

４ 部長は、総長及び担当理事の監督の下に部の事 ４ 部長は、総長及び担当理事の監督の下に部の事
務を処理し、課長及びセンター長は、上司の命を 務を処理し、課長、室長及びセンター長は、上司
受け、課又はセンターの事務を処理し、監査室長 の命を受け、課、室又はセンターの事務を処理す
は、総長の監督の下に室の事務を処理する。 る。ただし、監査室長は、総長の監督の下に室の

事務を処理する。
（後 略）

附 則
この規程は、平成２３年４月１日から施行する。



京 都 大 学 の 講 座 、 学 科 目 、 研 究 部 門 等 に 関 す る 規 程 新 旧 対 照 表

改 正 前 改 正 後

（前 略）

（工学部） （工学部）

第２５条 工学部に次表左欄に掲げる学科を置き、 第２５条

当該学科にそれぞれ同表右欄に掲げる学科目を置

く。 （同 左）

地球工学科 土木工学、環境工学、資源工学

建築学科 建築学

物理工学科 機械システム学、材料科学、エネル 物理工学科 機械システム学、材料科学、エネル

ギー理工学、宇宙基礎工学 ギー応用工学、原子核工学、宇宙基礎工学

電気電子工学科 電気電子工学

情報学科 計算機科学、数理工学

工業化学科 創成化学、工業基礎化学、化学プロ
（同 左）

セス工学

（後 略）

附 則

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。



京 都 大 学 広 報 委 員 会 規 程 新 旧 対 照 表

改 正 前 改 正 後

（前 略）

第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員で組織す 第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員で組織す

る。 る。

(1) 広報担当の理事（以下「担当理事」という。） (1) 広報担当の理事（以下「担当理事」という。）

(2) 研究科の教授又は准教授 各１名 (2) 研究科の教授又は准教授 若干名

(3) 研究所の教授又は准教授 各１名 (3) 研究所の教授又は准教授 若干名

(4) センターの教授又は准教授 若干名 (4) センターの教授又は准教授 若干名

(5) 総務部長 (5) 総務部長

(6) 総務部広報課長 (6) 総務部広報課長

(7) その他総長が必要と認める者 若干名 (7) その他総長が必要と認める者 若干名

２ 前項第２号から第４号まで及び第７号の委員 ２

は、総長が委嘱する。

３ 第１項第２号から第４号まで及び第７号の委員 ３ （同 左）

の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（後 略）

附 則

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。


